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１０
 

農業恐慌と中国侵略

１０－１
 

深刻化する農業恐慌
1930年代前半は、製造工業部門の早

 い回復と対照的な農村不況の長期化
 (1935･6年頃まで)によって特徴づけら
 れる。

‡

日本近代史研究会「画報近代百年史」

 

第12集

 

p.954より引用
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生糸価格

1929年下半期から生
 糸価格は低落傾向と
 なる。

ニューヨークと横浜の
 相場は連動して下落

 していった。

このため製糸業の経
 営悪化、原料繭生産
 農家の採算悪化と波
 及。
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生糸価格の推移

ニューヨーク相場

横浜相場

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.182より引用



米価も同じ時期に28円から
 16円弱へと４割以上も下

 がった。

１年あまりの間に物価は軒
 並み５割から６割の暴落。

物価の下落と需要の後退
 から、鉱工業生産は減少を

 余儀なくされ、失業が増大

不況の深刻化は社会的な
 不安・不満を高めていった。
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暴落開始は30年秋

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.191より引用
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深刻化する農業恐慌

その原因は、

①アメリカの恐慌による生糸価格の暴落を背景とする養
 蚕業の破綻、

②30年の豊作を背景とする米価の暴落、
③31年、34年の２度にわたる東北の冷害であった。

価格の暴落に対して、農家は生産数量の拡大によって
 現金収入の減少をカバーしようとしたが、そのことが結果

 的には価格の一層の下落をもたらすという悪循環が発生
 し、

これに凶作による収入減少が加わって、農家の経営状
 態は改善しなかった。

30-31年には昭和恐慌による就業機会の減少が、副業的
 な現金収入の道をも閉ざしていた。



解雇労働者の帰農率 %

都市で職を失った人々の中
 に、右の表のように、農村

 に帰るものが増加し、それ
 らの扶養の負担も加わった
 から、農家の家計は苦しく、
 負債が増加し、その返済の
 ために、娘を身売りさせる

 などの悲劇を生むことにな
 る。

工場労
 働者

鉱山労働
 者

1926 32.6 15.0

1927 36.1 14.6

1928 36.5 15.4

1929 39.1 15.3

1930 39.0 19.8

1931 43.3 18.6

1932 44.6 16.8
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農家負債額の実態

31年の調査では、農家の負債額は、下表の通りであった。

平均家

 族数
所有面

 積
経営面

 積
農業収

 入
農外収

 入
計 負債額

人 10ｱｰﾙ 10ｱｰﾙ 円 円 円 円

地主兼自作 8.5 98.8 65.9 801.4 471.2 1,272.6 3,748.6

自作 8.2 38.3 36.6 748.0 110.5 858.5 2,558.4

自小作 7.9 23.3 30.2 668.9 56.1 725.0 2,099.7

小作 7.4 5.1 23.1 652.4 46.1 698.5 1,433.3

平均 8.0 36.1 36.5 709.3 143.4 850.7 2,340.8
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前表では、各階層の農家収入が示されて
 いるが、それは各階層の平均所得を示すも

 のではなく、

実際に家計費に回されるのは、農業支出
 (肥料代や種籾、農具代、雇用労賃)などを
 差し引いたものであり、実際の所得はこの
 収入の半分以下であった。

そして、負債額は年間の収入の２倍以上３
 倍近くに達し、負債の累積によって所得の
 少ない下層の農家ばかりでなく、上層の自
 作層や自作兼地主＝手作り地主などにも

 大きな負担となっていた。

当時の新聞は全国の農家で20万人に達す
 る欠食児童が存在すると報道している。

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「欠食児童」

の写真を省略させていただきます。
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農家負債調査

1932年末農林省調査

100万円 比率

負債総額 5,498 100.0 

農家 4,547 82.7 

林業家 832 15.0 

漁業家 119 2.2 

利率別 4,185 

7%未満 411 9.8 

10%未満 1,386 33.1 

12%未満 1,198 28.6 

15%未満 930 22.2 

15%以上 260 6.3 

担保別 4,342 

有担保 2,318 53.4 

無担保 2,024 46.6 

東北北陸９県におけ
 る負債の発生時期

時期 比率

1916年以前 1.87

1917-21 4.07

1922-26 18.33

1927 10.16

1928 9.21

1929 8.48

1930 13.37

1931 14.19

1932 11.98

1933 7.57

1934 0.77
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こうした苦しい経済状態の
 中で、小作料が払えず未納と

 なる小作農家が増加し、地主
 はこれに対抗して土地を取り
 上げようとするなど、耕作権

 をめぐる小作争議が深刻化
 する。

30年代の小作争議は、

①小規模化

②比較的地主制が強固な基盤
 を持ち続けていたと考えられ

 ていた東北地方の米の単作
 地帯にも広がった

ことが特徴であった。

‡

安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」東京大学出版社より
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地主経営の悪化

西田美昭氏の研究によると、長野県の在村耕作地主小
 池家の経営状態は恐慌期に一気に経営が悪化していた。

養蚕地帯の地主であるから製糸業の崩壊をまともに受け
 て、農業収入が急減したばかりでなく、小作料の収受も

 20年代末には大きく減少し、収入額は30年には26年の半
 分以下に減少し、さらに３分の１の水準となった。
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小池家の収支状況
 

円

収入総額 農業収入 小作料 株式配当 預金利子

1926 4,382 989 1,923 671 360

1928 3,175 649 1,038 545 307

1930 2,141 253 1,032 317 227

1932 1,444 88 1,009 98 121

1934 1,474 138 868 254 114

支出総額 農業支出 公租公課 家計費 収支余剰

1926 2,413 433 994 829 1,989

1928 1,769 256 741 687 1,406

1930 1,613 179 683 690 529

1932 1,154 149 478 480 290

1934 1,394 251 613 519 80

西田美昭氏の研究による
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地主経営の悪化

西田美昭氏の研究によると、長野県の在村耕作地主小
 池家の経営状態は恐慌期に一気に経営が悪化していた。

養蚕地帯の地主であるから製糸業の崩壊をまともに受け
 て、農業収入が急減したばかりでなく、小作料の収受も

 20年代末には大きく減少し、収入額は30年には26年の半
 分以下に減少し、さらに３分の１の水準となった。

このような状態に対して、小池家では、農業支出を切りつ
 め、また、家計費を切りつめて対応したが、収支余剰は

 急減し、ほとんど家計の余裕は失われた。

加えて、恐慌による株式配当の減少や預金利子の減少
 など地主の農外投資の果実の減少によってさらに状況

 は悪化していた。
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寄生地主制度の後退
こうして地主経営の採算は

 悪化し、地主の中には土
 地を売却するために小作
 人から土地を取り上げよう
 とする動きが発生し、耕作
 権をめぐって激しい争議か
 展開することになる。

この争議は、20年代に定
 着しつつあった「調停法体
 制」の下で、村落秩序を維
 持しながら解決が図られる
 傾向にあり、その解決の条
 件は地主に必ずしも有利と
 はならなかったから、地主

 制を後退に向かわせるも
 のとなった。

‡

左下・大原社会問題研究所提供
上・新潟県立文書館蔵

森武麿『アジア・太平洋戦争』集英社

 

より
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景気回復策の限界
こうした農村の長期の不況は、景気

 回復過程での追加的労働力の供給
 価格を低い水準に押しとどめ、企業
 の採算条件を改善するものであった。

高橋財政期には時局匡救事業など
 が行われ、農村に現金収入の機会を

 与えるような土木事業などが実施さ
 れた。

しかし、そうした方策も、財政赤字を
 懸念する高橋自身が、軍事費を削減
 できないという政治環境のもとで、支
 出圧縮手段として早期に予算を削減
 したために、あまり大きな意味を持た
 ず、高橋の書いた処方箋は、農村で
 の不況を置き去りにしたままで、製造
 業の突出した回復に帰結した。

▲時局匡救事業（名古屋市野添川の様子）：
愛知県提供

‡
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「分配の不平等」
分配の不平等の発生

それは前項で見たような、
 財閥批判の社会的な基盤
 ともなり、

さらには、深刻な社会不安
 を通して政治的危機意識を
 醸成し、

「昭和維新」という言葉に象
 徴されるような、軍部の政

 治進出による強権的な政
 治統合と、民衆の不満のは

 け口としての対外侵略へと
 結びつくことになった。

‡

日本近代史研究会「画報近代百年史」

 

第11集

 

p.864より引用
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１０－２
 

中国侵略と満州経済建設

軍部＝関東軍の独自の構想と情勢判断に
 よって開始された満州事変と満州国建国は、
 「満州」(中国東北部)の経済的資源に着目し、
 それを基礎に重化学工業基地を建設し、日

 本と一体となった強力な軍事国家体制を作
 り上げようとするものであった。

しかし、それは国際連盟脱退に結びついた
 ように、列強からの批判を招いて日本の孤
 立化をもたらしたばかりか、中国民衆の激し

 い怒りを買い、長期に渡る日中間の軍事的
 な対立、日本の侵略に対する抵抗運動を呼
 び起こすものとなる。

‡

日本近代史研究会「画報近代百年史」
第13集

 

p.980より引用
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‡

‡

森武麿『日本の歴史20巻

 

アジア・太平洋戦争』
p.20，153より
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裏切られた資源開発への期待

しかも、経済建設では、33年３月に策定された満州国経
 済建設綱要により、一業一社を原則として、財閥を排除

 しつつ特殊会社に独占的な権益を与えて一挙に実現を
 図ったものの、予期した成果をあげ得なかった。

満州国建設は、日本の景気回復過程で重化学工業部門
 に絶好の輸出市場を提供したが、対満州投資は36年に

 は伸び悩みを見せ始めるなど、順調には進まなかった。
少なくとも、36年までの時期は、政府による基盤整備の

 時代に過ぎず、重化学工業化による軍事工業の拡大、
 軍需生産の自給度向上という目標実現の手掛かりさえ
 得られなかった。

その主たる原因は、経済的な資源の開発に関する見通
 しの甘さであり、関東軍の構想そのものが現実性を持っ
 ていないずさんなものだったことである。
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満州への投資額は、1930-
 36年にその比重を高めた

 が、その約半数は満鉄向
 けの投資であり、満鉄の子

 会社投資を通して、経済建
 設に資金を供給するという
 ものであった。

それは、不確実な満州経済
 建設への資金を満鉄を介し
 てリスクをさけ資本市場で

 調達する上では有効であっ
 たが、このような民間資金

 の利用は、日本国内で設
 備投資が活発になると、競

 合関係から潤沢な投資源
 泉とは言えなくなるなどの
 問題を抱えていた。

‡

‡

森武麿『日本の歴史20巻

 

アジア・太平洋戦争』p.37，45より
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対外投資額地域別構成

1926 1930 1936

中国本部 1,166 27.7 1,446 26.8 1,994 24.8

満州 1,402 333.3 1,757 32.6 2,919 36.4

朝鮮 1,127 26.7 1,507 27.9 2,409 30.0

台湾 519 12.3 685 12.7 707 8.8

計 4,214 100.0 5,395 100.0 8,029 100.0
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満州に進出した
日本産業の
鮎川義介

朝鮮窒素肥料工場

東洋拓殖の本社ビル

‡

GNU Free Documentation License
によりライセンスされています

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「旧東洋拓殖ビル」

の写真を省略させていただきます。

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「朝鮮窒素肥料工場」

の写真を省略させていただきます。

http://ja.wikipedia.org/upload/e/e2/Ayukawa_yoshisuke_1939.jpg
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対満州投資の構成

株式払込
株式公

 開
公債 社債 借入金 計

満鉄 194,000 17,545 480,200 691,745

満州国 154,000 16,000 170,000

その他 197,196 88,000 14,755 299,951

計 391,196 17,545 154,000 568,200 30,755 1,161,696
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満州への経済拡大の停滞の中で、国内

 の農業恐慌下の農村救済として、満州

 開拓のための移民、「分村移民」が計画

 され、実行されたが、それは、現地の人

 たちの耕地を奪うような強圧的なもので

 あったから、反日感情を高めたし、気候

 風土の違う満州に送り込まれた農民た

 ちの農業経営も困難を極めた。

‡

日本近代史研究会編「画報近代百年史」

 

第15集

 

p.1177

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「分村移民」

の写真を省略させていただきます。
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軍事的な侵略を伴う日
 本の満州進出は、満州
 域内だけでなく、中国全
 土の反日感情を高め、

 日本製品のボイコット(日
 貨排斥)など「抗日運動」
 が高まった。

これに対して、日本は、
 中国本土への侵略・進
 出を計画し、強圧的にこ

 れに対抗し、満州開発
 の失敗を取り戻そうと計

 画することになる。

‡

森武麿『日本の歴史20巻

 

アジア・太平洋戦争』

 

p.43より



第一次大戦ブームのメカニズム
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda武田晴人「景気循環と経済政策」 石井・原・武田編『日本経済史

 

３

 

両大戦間期』東京大学出版会、2002年



1920年代の経済構造
現代日本経済史2004
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制約要因としての①対外競争圧力、②高金利、③高賃金
成長要因としての④都市化＝財政投資、軍縮

武田晴人「景気循環と経済政策」 石井・原・武田編『日本経済史

 

３

 

両大戦間期』東京大学出版会、2002年



金解禁政策のねらい
1920年代の構造

恐慌の救済

関東大震災

通貨

 膨張

正貨流出為替水準の低位物価高

輸入増加競争力欠如合理化不徹底

金解禁政策のねらい

財政緊縮 通貨収縮 物価下落 為替回復 金解禁

産業合理化ロンドン軍縮 国際競争力回復

経済体質改善

社会政策の展開 失業の増加 貿易収支改善
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図8－１
 

景気回復のメカニズム

金本位制停止

為替の放任 赤字財政

賃金下落

金利低下
(低金利政策)

コスト
 下落

輸出拡大

有効需要創出
（軍備拡張）

内需拡大 投資拡大 生産増

円の下落

税収増加

所得増

輸入抑制

関税引上げ

利益増

恐慌・農村不況

財政赤字解消

満州投資増加 国際収支黒字
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